
 

 

八王子市市街化調整区域の保全に向けた適正な土地利用に関する条例 
 

 

 １ 条例の内容 

（１）条例が対象とする土地利用行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ゾーン区分と土地利用方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）立地基準・技術基準 

  【立地基準】： ｱ.離隔距離 等 

  【技術基準】： ｲ.接道基準、ｳ.緑化基準、ｴ.雨水処理基準、ｵ.外構等の基準、ｶ.高さ基準  等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 特別土地利用行為の手続きの流れ 
 

 

 

 

 

 

事業区域 

一定の水平距離 

を確保 

水平距離：1m以上 
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ア．特別土地利用を行うための以下の行為（区域面積 300 ㎡以上のものを対象） 

 ａ．土地の区画形質の変更を行うこと     ｃ．建築物及び工作物の築造を行うこと  

  ｂ．樹木の伐採を行うこと         ｄ．その他土地利用の転換行為 

イ．特別土地利用を行うための土地の区域を拡張する行為 

（拡張後の区域面積300㎡以上となるものを対象） 

八王子市市街化調整区域の保全に向けた適正な土地利用に関する条例 

ｲ.接道基準 

ｴ.雨水浸透排水基準 

 廃棄物関連施設、墓地等（ペット霊園を

除く）、運動・レジャー施設は、事業区

域に主に接する道路は４ｍ以上の幅員

が確保されている必要があります。 

 事業区域内の雨水を浸透、排水させるための

基準で、接続先の公共施設管理者との協議・

同意や、必要に応じて調整池・貯留槽等の流

出抑制施設の設置等が必要となります。 

ｵ.外構等の基準 

ｶ.施設の最高高さの基準 

 事業区域内に設置される建築物、工作物

及び堆積物等は、一部の区域を除き、最

高高さが１０ｍを超えてはいけません。 

 垣や柵の構造の基準、道路境界線又は隣地

境界線からの距離の基準です。 

 資材置場、廃棄物関連施設は、境界から水

平距離で１ｍ以上離す必要があります。 

 また、離隔部分に植栽帯を設けるなど、沿

道景観に配慮する必要があります。 

 廃棄物関連施設は学校教育施設、社

会福祉施設、医療施設、住宅まで水

平距離で１００ｍ以上、ペット霊園

等については、住宅から１００～２

５０ｍ以上離す必要があります。 

ｱ.離隔距離 

 事業区域においては、一定規模

以上の緑地を残したり、新たに

新設することで、一定の緑化を

確保する必要があります。 

 墓地は４０％以上、それ以外は

特別土地利用の区分に応じて

３０～６０％以上となります。 

 

 

 

 

 

＜みどりの創出・回復ゾーン＞ 

特別土地利用を行う際に、届出等

の手続きが必要となる。また、立地

基準及び技術基準に適合するもの

でなくてはならない。 

自然環境等を保全すべき区域とし

て指定。 

 

 

＜みどりの環境保全ゾーン＞ 

原則、条例の対象となる土地利用

への転換はできない。 

特に自然環境等を保護すべき区域として指定。 

 

 

⑴ 自然公園法第２条第３号の国定公園の区域。 

⑵ 農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項 

  第１号の農用地区域。 

⑶ 森林法第２５条第１項の保安林の有する区域。 

⑷ 都市計画法第４条第６項の都市計画施設のうち、

同法第１１条第１項第２号の公園又は緑地の区 

域（既に特別土地利用に供している区域を除く）。 

⑸ 都市緑地法第１２条第１項の特別緑地保全地区。 

⑹ 東京における自然の保護と回復に関する条例 

   第１７条第１項第３号の里山保全地域。 

⑺ 東京における自然の保護と回復に関する条例 

   第１７条第１項第５号の緑地保全地域。 

⑻ 東京都自然公園条例第１１条第１項の特別地域。 

⑼ 八王子市緑化条例第３条第１項の緑地保護地区。 

⑽ 前各号に掲げるもののほか、市長が特に自然 

環境及び営農環境を保全すべきと認めて指定する

区域。 
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都市計画法が 

対象とする土地利用 

⑤墓地等 

⑥運動・レジャー施設 

分家住宅 

診療所・助産所 

地区・集会所等 

社寺・仏閣等 

既存宅地住宅 

 

 

 

①資材置場 

②駐車場 

③廃棄物関連施設 

④残土処分場 

⑦学校教育施設 

⑧社会福祉施設 

⑨医療施設 

⑩観光施設等 

条例が対象とする 

土地利用（特別土地利用） 

※都市計画法が対象としている土地利用は一部を抜粋したものであり、その他土地利用も対象となる場合があります。 
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市街化区域 市街化調整区域 

 都市計画法第７条第３項に規定する市街

化調整区域のうち次に掲げる区域を除い

た区域とする。  

 

⑴ みどりの環境保全ゾーン。 

⑵ 本市の都市計画に関する基本的な方

針において流通・研究業務地及び専用

工業地に指定されている区域。  

 

 
 

 

ｳ.緑化基準 


